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　設定来の基準価額の推移
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純資産総額(右軸)

分配金再投資基準価額(左軸)

基準価額(左軸)

 基準価額 14,735 円

 純資産総額 22.8 億円

2021/10/5 200 円

2022/4/5 200 円

2022/10/5 200 円

2023/4/5 200 円

2023/10/5 200 円

設定来合計 3,100 円

　最近5期の分配金の推移

　騰落率
1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 7.27% 9.93% 10.40% 31.65% 37.85% 92.16%

参考指数 7.85% 14.23% 9.58% 29.51% 40.51% 115.85%

※基準価額は1万口当たりです。

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が

変わる場合、或いは分配金が支払

われない場合があります。

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.694%（税抜1.54%）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

　ポートフォリオ構成比率
株式 95.8%

(内国内株式） (95.8%)

(内先物） (0.0%)

短期金融商品その他 4.2%

組入銘柄数 64銘柄 

※当ファンドの純資産総額に対する

比率です。 　組入銘柄
ファンドの組入上位10銘柄 インデックス構成銘柄 新潟本社銘柄
1 第四北越フィナンシャルグループ 6.3% 1 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 6.1% 1 第四北越フィナンシャルグループ 6.31%

2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 6.1% 2 日立製作所 5.1% 2 北越コーポレーション 4.91%

3 信越化学工業 5.1% 3 伊藤忠商事 4.4% 3 日本精機 2.11%

4 日立製作所 5.1% 4 三菱重工業 4.4% 4 有沢製作所 0.99%

5 北越コーポレーション 4.9% 5 トヨタ自動車 3.9% 5 サトウ食品 0.03%

6 伊藤忠商事 4.4% 6 ファーストリテイリング 3.5% 6 福田組 0.02%

7 三菱重工業 4.4% 7 日本たばこ産業 3.4% 7 岩塚製菓 0.02%

8 三菱瓦斯化学 4.2% 8 大和ハウス工業 3.0% 8 亀田製菓 0.02%

9 トヨタ自動車 3.9% 9 キーエンス 2.9% 9 アクシアル　リテイリング 0.02%

10 ＭＡＲＵＷＡ 3.9% 10
パン・パシフィック・インター
ナショナルホールディングス 2.8% 10 北陸瓦斯 0.02%

　組入上位10業種
1 電気機器 19.8%

2 銀行業 12.4%

3 化学 12.3%

4 輸送用機器 7.5%

5 小売業 6.3%

6 機械 6.1%

7 パルプ・紙 4.9%

8 卸売業 4.4%

9 ガラス・土石製品 3.9%

10 食料品 3.5%

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、JPX日経インデックス400です。また、参考指数の設定来騰落率は、設定日前営業日の

終値との比較です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※各比率は当ファンドの純資産総額に対する比率です。

JPX日経400プラスにいがた・アクティブ（愛称 匠の逸品）
追加型投信／国内／株式

ＪＰＸ日経インデックス４００の著作権等について

●「ＪＰＸ日経インデックス４００」及び同指数に配当収益を加味した「配当込ＪＰＸ日経インデックス４００」（以下、総称して「ＪＰＸ日

経４００等」といいます。）は、株式会社ＪＰＸ総研（以下、「ＪＰＸ総研」といいます。）及び株式会社日本経済新聞社（以下、「日経」

といいます。）によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、ＪＰＸ総研及び日経は、「ＪＰＸ日経４００等」

自体及び「ＪＰＸ日経４００等」を算定する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有しています。

●「ＪＰＸ日経４００等」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、全てＪＰＸ総研、株式会社日本取引所グループ及び

日経に帰属しています。

●当ファンドは、投資信託委託業者等の責任のもとで運用されるものであり、ＪＰＸ総研及び日経は、その運用及び当ファンドの

取引に関して、一切の責任を負いません。

●ＪＰＸ総研及び日経は、「ＪＰＸ日経４００等」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、

責任を負いません。

●ＪＰＸ総研及び日経は、「ＪＰＸ日経４００等」の構成銘柄、計算方法、その他「ＪＰＸ日経４００等」の内容を変える権利及び公表を

停止する権利を有しています。

当レポートは9枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/9）  552378
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　ファンドマネージャーのコメント
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（円） 当作成期間の基準価額（分配落）の推移
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（ポイント） 当作成期間の参考指数の推移

JPX日経インデックス400

（出所：BloombergデータよりＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）

＜投資環境＞

1月の国内株式市場は上昇しました。日米金融当局の発言を受けて、米国では早期利下げという見方が後退する一方、日本では金融政策

正常化はまだ先との見方が強まりました。為替市場で円安が進行し、輸出企業の業績先行き懸念が後退したことで投資家心理が好転しまし

た。海外投資家による積極的な日本株買いから、日経平均株価は上値の壁となっていた34000円を突破すると騰勢を強めました。上昇の

けん引役となったのは海外投資家が選好する大型株や、AI向け需要の拡大が期待される半導体関連銘柄でした。下旬に開催された日銀の

金融政策決定会合では金融政策は維持されたものの、正常化の時期が近付いているとの見方から、国内長期金利が上昇し、株価の上昇は

一服しました。株価が急ピッチで上昇したことで短期的な過熱感が意識されたことに加え、国内企業の2023年10-12月期決算の内容を

見極めたいという見方が強まったことから、月末にかけては高値圏でもみ合いの展開となりました。

＜運用経過＞

1月の運用につきましては、新潟県関連銘柄では、需要回復の遅れが懸念される電子部品株を売却し、業績回復が期待される化学株の買

付けなどを行いました。JPX日経インデックス400構成銘柄では、株式需給の悪化が懸念される自動車部品株や増益率の鈍化が懸念され

るスキンケア関連株の売却、新興国市場での成長が期待される自動車株や株価に割安感があると考えた医薬品株の買付けなどを行いまし

た。

この間、基準価額に対しては、大手総合金融グループ株や造船株などがプラスに寄与した一方、小売株や電子部品株などがマイナスに影

響しました。

＜今後の運用方針＞

国内株式市場は上昇基調を維持すると見ており、2023年4-6月の上昇局面と同様に、調整局面を経て再度上昇局面へ移行する展開に

なると考えています。1月に大幅に値上がりした国内株ですが、バリュエーションに割高感はないと考えています。国内企業の2023年10-

12月期決算では、為替レートの水準が一時より円安に振れたことも支援材料となり、企業業績予想は上方修正が継続すると思われます。株

主還元を拡充する企業も目立ち、年度ベースでの自社株買いは過去最高を更新する見通しです。短期的には利益確定売りに押される場面

も想定されますが、日経平均株価は昨年壁となっていた34000円を明確に上回ったことから、今後はこの水準が下値抵抗線として意識さ

れるようになり、下値リスクは限定的と見ています。

当ファンドの運用につきましては、主に資本の効率的活用を測る指標であるROE（自己資本利益率）の水準、方向性、変化等に着目し、投

資候補銘柄を選定します。ポートフォリオの構築にあたっては、定量分析、定性分析、バリュエーション、業種別比率等を勘案して行います。

今後の運用におきましては、業種リスク、流動性リスクを抑制しながら、各業種からROE、配当利回り、配当政策等に着目して選別した銘

柄で構成するポートフォリオで運用する方針です。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。
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　ファンド情報

設　定　日 2014年4月24日

償　還　日 2024年4月5日

決　算　日 年2回、4月5日および10月5日(休業日の場合は翌営業日)

　ファンドの特色（1）
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　ファンドの特色（2）
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　ファンドの特色（3）
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　投資リスク
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　お申込みメモ
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　ファンドの費用

　委託会社および関係法人の概況

委 託 会 社 ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社　 （ファンドの運用の指図を行います。）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

受 託 会 社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）
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日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。
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